
議案第 37 号 

 

平成 30 年度 田野畑村下水道特別会計予算 
 

 平成 30 年度田野畑村下水道特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 26,902 千円と定める。 

 2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第 1 表歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第 2 条 地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 3,000 千円と定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   平成 30 年 3 月 9 日 提出 

 

田野畑村長 石 原  弘 
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金          額款

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

（単位：千円）歳 入

項

事 業 収 入1 4,201

事 業 収 入1 4,201

繰 入 金2 22,699

他 会 計 繰 入 金1 22,699

繰 越 金3 1

繰 越 金1 1

諸 収 入4 1

雑 入1 1

26,902歳              入              合              計



金          額款

－2－

（単位：千円）歳 出

項

1 総 務 費 11,997

総 務 管 理 費 1 11,997

2 公 債 費 14,895

公 債 費 1 14,895

3 予 備 費 10

予 備 費 1 10

26,902歳              出              合              計
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款 比     較前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

本 年 度 予 算 額

1 事 業 収 入 2,873 1,3284,201

2 繰 入 金 29,567 △6,86822,699

3 繰 越 金 1 01

4 諸 収 入 1 01

歳     入     合     計 26,902 32,442 △5,540



地 方 債

本年度予算額 比 較前年度予算額款

－4－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

歳 出

1 14,308 △2,31111,997 11,997総 務 費

2 18,124 △3,22914,895 14,895公 債 費

3 10 010 10予 備 費

歳     出     合     計 26,902 32,442 △5,540 26,902
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２　歳　入

（単位：千円）事業収入1事業収入（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

4,200下水道施設使用料12,873営業収入1 1,3284,201 下水道施設使用料

現年度分

1下水道施設使用料2 下水道施設使用料滞納繰越分

滞納繰越分

1,3282,8734,201計

他会計繰入金（項） 1繰入金（款） 2

22,699一般会計繰入金129,567一般会計繰入金1 △6,86822,699 一般会計繰入金

△6,86829,56722,699計

繰越金（項） 1繰越金（款） 3

1前年度繰越金11繰越金1 01 前年度繰越金

011計

雑入（項） 1諸収入（款） 4

1雑入11雑入1 01 雑入

011計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 2,218 3,020 △802 2,218 2給 料 550 一般職給料

費
3職員手当等 188 扶養手当 68

時間外勤務手当 17

退職手当負担金 103

4共 済 費 157 職員共済組合負担金 150

健康福利機構負担金 4

地方公務員災害補償基金負担金 3

8報 償 費 31 公営企業経営支援アドバイザー謝

金

9旅 費 144 費用弁償

11需 用 費 16 消耗品費

12役 務 費 46 建物災害共済保険料

19負担金､補助 1,086 全国町村下水道推進協議会岩手県

及び交付金 支部会費 15

岩手県下水道協会会費 22

宮古地区広域行政組合負担金 49

公共下水道等接続水洗化事業補助

金 1,000

2施設管理 9,779 11,288 △1,509 9,779 7賃 金 12 臨時雇賃金

費
11需 用 費 3,794 消耗品費 536

燃料費 21

光熱水費 2,237

修繕費 1,000
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（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

12役 務 費 38 通信運搬費

13委 託 料 5,935 消防設備保守点検委託料

下水道施設管理業務委託料

廃棄物収集運搬業務委託料

マンホールポンプ情報配信サービ

ス業務委託料

計 11,997 14,308 △2,311 11,997

（款） 2 公債費 （項） 1 公債費

1元金 10,328 13,305 △2,977 10,328 23償還金､利子 10,328 普通長期債元金償還金

及び割引料

2利子 4,567 4,819 △252 4,567 23償還金､利子 4,567 普通長期債利子償還金

及び割引料

計 14,895 18,124 △3,229 14,895

（款） 3 予備費 （項） 1 予備費

1予備費 10 10 0 10

計 10 10 0 10



 

 

 

 

 

 

 

給 与 費 明 細給 与 費 明 細給 与 費 明 細給 与 費 明 細 書書書書    
地 方 債 に 関 す る 調地 方 債 に 関 す る 調地 方 債 に 関 す る 調地 方 債 に 関 す る 調 書書書書 



 



1　特別職
　　該当なし

2　一般職

（１）総　括

（人）

1

1

0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 68 0 0 0 0 17 0 0 0 0 0 0 103

前 年 度 68 0 0 0 0 16 0 0 0 0 0 0 100

比　　較 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3

（千円）

895

878

17

（千円）

157

161

△ 4

738

共　済　費

0

0

0

本　年　度

4 2117

前　年　度

比　　　較

備　考
合　　　　　計

給          与          費

184 717

（千円）

188550

区　　　分 報　　　酬 給　　　料 職員手当
職 員 数

（千円）（千円）

退職手当

負 担 金区　　分

職   員
手   当
の内訳

児　童

手　当

特殊勤

務手当

地　域

手　当

通　勤

手　当

管理職

手　当

時間外

手　当

宿日直

手　当

－8－

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

住　居

手　当

扶　養

手　当

期　末

手　当

勤　勉

手　当

寒冷地

手　当

計
（千円）

533



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

17 定期昇給等による増額　 17 千円

0

時間外 1 千円
退職負担 3 千円

（３）給料及び職員手当の状況
　　ア　職員１人当たり給与

     

平成29年4月1日
平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 268,275
平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 310,297
平 均 年 齢 （ 歳 ） 39

区　　　　　　　　分 行　政　職

平成30年4月1日
平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 276,625
平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 318,924
平 均 年 齢 （ 歳 ） 40

区　　　分 増 減 額 増   減   事   由   別   内   訳 説　　　　　　　　　　明
（千円）（千円）

給与改定による増額　　3千円給与改定等に伴う増減分

その他の増減分

昇給等に伴う増加分

0

備　　　　　考

－9－

給　　　料

職員手当 4

制度改正等に伴う増減分

17

0

その他の増減分 4

配置替による減額　　△23千円



　　イ　初任給

　　ウ　級別職員数

職員数 構成比
（人） （％）

５級 0 0.0
４級 0 0.0
３級 1 100.0
２級 0 0.0
１級 0 0.0
計 1 100.0

５級 0 0.0
４級 0 0.0
３級 1 100.0
２級 0 0.0
１級 0 0.0
計 1 100.0

－10－

大　学　卒 180,800 179,200

平成29年4月1日

区　　　　分
行　　政　　職

級

平成30年4月1日

区　　　分
行　政　職 国の制度

（円） 行政職（円）
高　校　卒 148,400 147,100



　（級別の標準的な職務内容）

　　エ　昇級

1
1
0
1
0
0
0

100.0
1
1
0
1
0
0
0

100.0

　　オ　期末手当・勤勉手当
支　給　期　別　支　給　率

有国の制度 2.125 2.275 4.40

本 年 度 2.100 2.250 4.35
前 年 度 2.075 2.225 4.30

備　考
６月（月分） １２月（月分） （月分）

支給率計 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

区　　分

有
有

児童厚生員 児童厚生員
行　政　職

課長等 主任主査等 主査、 主任
保育士 保育士主任保育士

主任児童厚生員

主事、 技師 主事、 技師
区　　分 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

区　　　　　　分 合　計
行政職

代表的な職種

本年度

職　員　数　　　　　（A）(人) 1

昇給数別内訳

2号給（人） 0

6号給（人） 0

昇給に係る職員数　　（B）(人) 1

4号給（人） 1

8号給（人） 0

比率（B）/（A） 　　　（%） 100.0
10号給（人） 0

前年度

職　員　数　　　　　（A）(人) 1

昇給数別内訳

2号給（人） 0

6号給（人） 0

昇給に係る職員数　　（B）(人) 1

4号給（人） 1

8号給（人） 0

－11－

比率（B）/（A） 　　　（%） 100.0
10号給（人） 0



　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（月分） （月分） （月分） （月分）

（3％～45％加算）

（3％～45％加算）

　　キ　地域手当
　　　　該当なし

　　ク　特殊勤務手当
　　　　該当なし

　　ケ　その他の手当

－12－

通勤手当 同じ －

扶養手当 同じ －
住居手当 同じ －

備考
区　分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

区　　分 国の制度との異同 差異の内容

支　給　率　等

49.59

25.55625 34.5825 49.59

国　の　制　度
（支給率等）

25.55625 34.5825

最高限度 その他の

定年前早期退職
49.59 特例措置

加算措置等

49.59
定年前早期退職
特例措置



現年度分

１． 237,332 224,027 0 0

（１） 下 水 道 事 業 債 234,148 224,027 0 0

（２） 過 疎 対 策 事 業 債 3,184 0 0 0

237,332 224,027 0 0

-　13　-

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

10,328

10,328

区　　　　　　　　分

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

合　　　　　　計

213,699普　　通　　債

10,328

0

213,699

0

前 々 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中
元金償還見込額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

（単位：千円）

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

前年度末現在高
見 込 高

当  該  年  度  中  増  減  見  込

213,699


